
平成１９年度一般会計当初予算のポイント

①統一地方選挙を控えた骨格予算

１９年度当初予算額 ５１９，０１４百万円
１８年度当初予算額 ５９３，３５２百万円

差し引き ▲ ７４，３３８百万円（▲１２．５％）

→ 人件費等の義務的経費や継続事業を中心に編成
政策予算等の新規事業については、選挙後に肉付予算の編成を予定

②行政の継続性等に配意

→ 喫緊の課題への対応
・障がい者自立支援臨時特例対策事業
・障がい者就労工賃倍増計画推進事業
・いじめ・不登校対策事業
・おおいた医学生修学サポート事業
・放課後子どもプラン推進事業

→ 早期執行を要する経費
・石綿健康被害救済基金拠出事業
・中山間地域災害対策総合防災訓練事業
・高等学校施設整備事業、養護学校施設整備事業
・理科支援員等配置事業
・アジア・太平洋水・環境交流推進事業

→ 地域経済への配慮
・公共事業については、１８年度の国の補正予算の受入れとあわせ、

上半期執行可能額を計上
・県制度資金（中小企業金融対策費）を増額
・新養殖魚種マハタ推進事業
・クルマエビ養殖生産回復支援事業

③着実に進める行革予算

→ 総務系事務一元化の実施
組織機構のスリム化と人材の集中配置による県民サービスの向上を図る

ため、１０月から総務系事務一元化システムを稼働

→ 港湾施設整備事業特別会計の設置
施設の整備や維持管理にかかる収支を明確化し、事業会計として運営



平成１９年度一般会計当初予算の概要

【総 額】

５１９，０１４百万円 対前年度 ▲１２．５％

（港湾施設整備事業特別会計を含む場合 ▲１２．２％）

※⑰５９１，６８５百万円（▲3.9％） ⑱５９３，３５２百万円（ 0.3％）

【歳 入】

○県 税 １２７，０００百万円 対前年度 １５．５％

※⑰９９７億円 ⑱１，１００億円

○地方交付税 １６４，７００百万円 対前年度 ▲ ６．７％

※⑰１，８０５億円 ⑱１，７６５億円

○財政調整用基金繰入金 １２，５００百万円 対前年度 ▲１２．６％

※⑰１４５億円 ⑱１４３億円

（年度末残高見込み）

⑰４２６億円 ⑱３０１億円 ⑲１７９億円

○県 債 ５４，０８４百万円 対前年度 ▲２６．０％

うち臨時財政対策債 １８，５１０百万円 対前年度 ▲ ９．６％

（年度末残高見込み）

⑰１０，１００億円 ⑱１０，０８７億円 ⑲９，７３５億円

（港湾施設整備事業特別会計を含む場合 ⑲９，８７０億円）

【歳 出】

○義務的経費 ３２２，３４７百万円 対前年度 １．２％

うち人件費 １７７，１０４百万円 対前年度 ０．４％

うち扶助費 ５３，５３７百万円 対前年度 ７．１％

うち公債費 ９１，７０６百万円 対前年度 ▲ ０．４％

○投資的経費 ８３，４８７百万円 対前年度 ▲４７．２％

うち公共事業費 ５８，０２２百万円 対前年度 ▲４４．５％



平成１９年度一般会計当初予算の状況

（１）歳入 （単位：千円、％）

比較 伸び率

当初予算額（Ａ） 構成比 当初予算額（Ｂ） 構成比 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

1 127,000,000 24.5 110,000,000 18.5 17,000,000 15.5

2 24,139,000 4.7 24,209,000 4.1 -70,000 -0.3

3 3,370,000 0.6 22,921,000 3.9 -19,551,000 -85.3

4 559,000 0.1 340,000 0.1 219,000 64.4

5 164,700,000 31.7 176,500,000 29.7 -11,800,000 -6.7

6 549,000 0.1 539,000 0.1 10,000 1.9

7 4,741,696 0.9 8,654,318 1.5 -3,912,622 -45.2

8 8,624,597 1.7 9,725,923 1.6 -1,101,326 -11.3

9 69,813,663 13.5 99,921,115 16.8 -30,107,452 -30.1

10 1,661,959 0.3 2,095,047 0.4 -433,088 -20.7

11 88,000 0.0 108,000 0.0 -20,000 -18.5

12 17,958,256 3.5 22,491,303 3.8 -4,533,047 -20.2

13 100 0.0 100 0.0 0 0.0

14 41,724,729 8.0 42,770,194 7.2 -1,045,465 -2.4

15 54,084,000 10.4 73,077,000 12.3 -18,993,000 -26.0

519,014,000 100.0 593,352,000 100.0 -74,338,000 -12.5

（２）歳出 （単位：千円、％）

比較 伸び率

当初予算額（Ａ） 構成比 当初予算額（Ｂ） 構成比 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

1 322,347,465 62.1 318,437,229 53.7 3,910,236 1.2

177,103,755 34.1 176,341,338 29.7 762,417 0.4

53,537,504 10.3 49,981,771 8.4 3,555,733 7.1

91,706,206 17.7 92,114,120 15.6 -407,914 -0.4

2 83,486,988 16.1 158,198,363 26.6 -74,711,375 -47.2

77,462,234 14.9 144,502,733 24.3 -67,040,499 -46.4

補 助 事 業 費 49,740,586 9.6 83,104,354 14.0 -33,363,768 -40.1

単 独 事 業 費 23,075,808 4.4 50,114,514 8.4 -27,038,706 -54.0

国 直 轄 負 担 金 4,645,840 0.9 11,283,865 1.9 -6,638,025 -58.8

6,024,754 1.2 13,695,630 2.3 -7,670,876 -56.0

3 113,179,547 21.8 116,716,408 19.7 -3,536,861 -3.0

519,014,000 100.0 593,352,000 100.0 -74,338,000 -12.5

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

合　　　　　　計

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

普 通 建 設 事 業 費

区　　　　　分
平成１９年度 平成１８年度

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

平成１９年度 平成１８年度
区　　　　　分

合　　　　　　計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債


